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附則 

 

健康は、疾病や障害の有無にかかわらず、健やかに生き生きと暮らすために最も基本となるもの

であり、心身の健康を確保し、生活の質を高めることは区民の共通の願いである。世田谷区は、こ

の願いの実現を図るため、昭和 46 年に「健康都市」を宣言し、世田谷独自の健康に関する活動を

展開し、区民の平均寿命の延伸、地域活動の活発化等を図ってきた。 

しかしながら、急激な少子高齢化が進展する中で、健康に対する区民の意識は変化し、疾病予防

から介護予防までの一貫した予防施策の充実が求められるとともに、平均寿命の延伸から健康寿

命の延伸に向けて、世代に応じた生活習慣病の予防、こころの健康の保持等の新たな健康に関す

る施策の構築が急務となった。 

新たな施策を構築し、健やかでこころ豊かに暮らすことのできる地域社会を実現するためには、

区民一人ひとりが健康状態を自覚し、生活の質の向上を目指して健康の保持及び増進を図るとと

もに、区民が健康に関して安全で安心して生活することのできる地域社会全体の環境づくりを進め、

地域での様々な活動が社会環境の改善及び生活環境の整備につながる地域社会全体の取組と

して健康づくりに関する施策の推進を図ることが重要である。 

ここに、健康づくりについての基本理念を明らかにするとともに、区民、地域団体及び事業者と

協働して行う地域社会全体の健康づくりの推進に関する施策に総合的に取り組み、活力ある地域

社会の実現を目指すことを決意し、この条例を制定する。 

 

 

第１章 総則 

（目的） 

第１条 この条例は、健康づくりの推進に関する基本的な事項を定め、区、区民、地域団体及び事

業者の協働による健康づくりを推進することにより、区民の健康を増進し、もって区民が生涯にわた

り健やかでこころ豊かに暮らすことができる活力ある地域社会の実現に寄与することを目的とする。 

（定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。 

(１) 健康づくり 区民が自らの健康に積極的に関心を持ち、心身の状態をより良くし、もって生活

の質の向上を図ることをいい、その実現のために、個人及び地域社会全体が区民を取り巻く環境



の向上に取り組まなければならないものをいう。 

(２) 地域団体 区民等で構成される営利を目的としない団体で、区内において活動を行うものを

いう。 

(３) 事業者 区内において事業活動を行う者をいう。 

(４) 健康危機 区民等の健康及び生活の安全が、感染症、食中毒、飲料水の汚染その他の原因

によって現に脅かされ、又は脅かされるおそれのある事態をいう。 

（基本理念） 

第３条 健康づくりは、次に掲げる事項を基本理念として行うものとする。 

(１) 区民は、自らの健康を管理する能力の向上を図るとともに、健康づくりの推進に関する活動を

主体的に行うこと。 

(２) 区、区民、地域団体及び事業者は、協働による健康づくりの推進に関し、それぞれの意思及

び主体的な取組を尊重し、責任及び成果を分かち合うこと。 

（区の責務） 

第４条 区は、健康づくりの推進に関する施策を総合的に策定するとともに、これを実施しなければ

ならない。 

２ 区は、前項に規定する施策を策定し、及び実施するに当たっては、区民、地域団体及び事業

者の意見を反映させるために必要な措置を講じなければならない。 

（区民の役割） 

第５条 区民は、健康づくりに関する理解を深め、個人の状況に応じた健康づくりを積極的に行うと

ともに、家庭、地域及び職場における健康づくりの推進に関する活動に参加するよう努めるものと

する。 

（地域団体の役割） 

第６条 地域団体は、地域の健康づくりを推進するため、健康づくりに関する活動に積極的に取り

組むよう努めるとともに、他の地域団体等が行う健康づくりに関する活動及び区が実施する健康づ

くりの推進に関する施策に協力するよう努めるものとする。 

（事業者の役割） 

第７条 事業者は、区民及び地域団体に対し、健康づくりに関する情報、技術、活動の場等の提供

その他の健康づくりの推進に関する活動を行うよう努めるものとする。 

２ 事業者は、その使用する労働者の健康に配慮した職場環境の整備に努めるとともに、区が実施

する健康づくりの推進に関する施策に協力するよう努めるものとする。 

 

第２章 協働による健康づくりの仕組み 

（行動指針） 

第８条 区長は、区民、地域団体及び事業者と協働して健康づくりを推進するため、それぞれの目

標、役割等を定めた行動指針（以下「行動指針」という。）を策定しなければならない。 

２ 区長は、行動指針を策定するときは、区民、地域団体及び事業者の意見を反映させるため、次

条に規定する世田谷区健康づくり推進委員会の意見を聴かなければならない。 

（健康づくり推進委員会） 



第９条 前条第１項の規定による行動指針の策定その他の健康づくりの推進に関し必要な事項を

協議するため、世田谷区健康づくり推進委員会（以下「健康づくり推進委員会」という。）を設置する。 

（区民、地域団体及び事業者との協働の機会） 

第 10 条 区長は、区民、地域団体及び事業者と協働して健康づくりを推進するため、次に掲げる

機会を設けるものとする。 

(１) 区民、地域団体及び事業者との健康づくりに関して意見を交換する機会 

(２) 区民、地域団体及び事業者との健康づくりに関して学習する機会 

(３) 区民、地域団体及び事業者との健康づくりに関する施策及び取組について評価する機会 

 

第３章 健康づくりの推進に関する基本的施策 

（健康づくり計画） 

第 11 条 区長は、健康づくりの推進に関する施策を総合的かつ計画的に実施するため、健康づく

りの推進に関する計画（以下「健康づくり計画」という。）を策定しなければならない。 

２ 健康づくり計画は、次に掲げる事項について定めるものとする。 

(１) 健康づくりの推進に関する目標、健康指標及び施策の方向 

(２) 前号に掲げるもののほか、健康づくりの推進に関する施策を総合的かつ計画的に実施するた

めに必要な事項 

３ 区長は、健康づくり計画を策定するときは、健康づくり推進委員会の意見を聴くとともに、区民、

地域団体及び事業者の意見を反映させるために必要な措置を講じなければならない。 

４ 区長は、健康づくり計画を策定したときは、速やかに、これを公表するとともに、適切な時期に評

価し、その評価の内容を公表しなければならない。 

５ 前２項の規定は、健康づくり計画の変更について準用する。 

（区民に対する支援） 

第 12 条 区長は、区民の健康づくりを支援するため、次に掲げる事項について、必要な施策を実

施するものとする。 

(１) 世代に応じた食育の推進、生活習慣病等の予防対策及びこころの健康を保持するための方

策に関すること。 

(２) 子どもに関する健康づくりの普及啓発に努めるとともに、子どもの成長に応じた支援に関する

こと。 

２ 区長は、前項の施策を実施するに当たっては、労働者を雇用する事業者、医療機関、教育機

関等の健康づくりに係る関係者と連携を図るものとする。 

（地域団体等に対する支援） 

第 13 条 区長は、地域の健康づくりを推進させるため、必要があると認めるときは、地域団体及び

事業者に対し、健康づくりに関して、活動の場の提供、技術的支援、財政的支援その他の必要な

支援を行うことができる。 

（情報の提供並びに調査及び研究） 

第 14 条 区長は、健康づくりを推進するため、区民、地域団体及び事業者に対して、健康づくりに

関する情報の提供を行うものとする。 



２ 区長は、区民、地域団体及び事業者が行う健康づくりの推進に関する活動を普及させるため、

健康づくりに効果的な知識、手法及び技術に係る調査及び研究を地域団体及び事業者と協働し

て行うものとする。 

（健康づくりの推進に関する活動の公表） 

第 15 条 区長は、区民、地域団体及び事業者が行う健康づくりの推進に関する活動で、他の者が

行う健康づくりの推進に関する活動に有益かつ先駆的な役割を果たすと認めるものについて、当

該区民、地域団体及び事業者の同意を得て、これを公表することができる。 

（人材育成及び活用） 

第 16 条 区長は、区民、地域団体及び事業者と協働して、健康づくりに関する専門的な知識及び

技術を有する者の育成及び活用を図るものとする。 

（健康づくり推進週間） 

第 17 条 区長は、健康づくりについて区民、地域団体及び事業者の関心及び理解を深めるため、

健康づくり推進週間を設ける。 

 

第４章 健康に関する安全安心の確保 

（健康に関する安全安心の確保に関する指針の策定等） 

第 18 条 区長は、区民の健康を保持するために必要とする安全で安心な環境の確保（以下「健康

に関する安全安心の確保」という。）のため、次に掲げる事項を行うものとする。 

(１) 健康に関する安全安心の確保に関する指針を策定すること。 

(２) 健康危機の発生時に必要な方策等を区民、地域団体及び事業者と協議すること。 

(３) 区民、地域団体及び事業者の協力を得て、健康危機の発生の予防に努めるとともに、健康危

機の発生時には、被害の拡大を防止する等の適切な措置をとること。 

(４) 前３号に掲げるもののほか、健康に関する安全安心の確保のために必要な事項 

（健康の被害の防止） 

第 19 条 区長は、区民等の健康の被害を防止するため、法令、条例等に定めるもののほか、次に

掲げる事項を行うものとする。 

(１) 区が設置し、又は管理する公共施設における区民等の受動喫煙（健康増進法（平成 14 年法

律第103号）第 28条第３号に規定する受動喫煙をいう。以下同じ。）等を防止するための必要な措

置をとること。 

(２) 多数の者が利用する施設を設置し、又は管理する者に対して、当該施設における区民等の受

動喫煙等の防止を求めること。 

(３) 区民等の受動喫煙等の防止に関する広報その他の啓発活動を行うこと。 

（食の安全等に係る啓発活動等） 

第 20 条 区長は、健康に関する安全安心の確保のため、法令、条例等に定めるもののほか、次に

掲げる事項を行うものとする。 

(１) 水、大気等の自然環境の保全及び食の安全の確保、住居の衛生等の生活環境の整備に関

する広報その他の啓発活動を行うこと。 

(２) 食の安全の確保及び環境衛生の向上に関する事業者の自主的な管理の促進並びに事業者



等との意見の交換等の取組を行うこと。 

 

第５章 雑則 

（国等との連携） 

第 21 条 区は、健康づくりを効果的に推進するため、国、他の自治体等と連携を図るよう努めるも

のとする。 

（財政上の措置） 

第 22 条 区長は、健康づくりの推進に関する施策を実施するため、必要な財政上の措置を講ずる

ものとする。 

２ 区長は、健康づくりの推進に関する施策に基づき行う事業を実施するに当たっては、そのサー

ビス等を受ける者に対し、適正な負担を求めることができる。 

（委任） 

第 23 条 この条例の施行に関し必要な事項は、区長が別に定める。 

附 則 

この条例は、平成 18 年４月１日から施行する。 

附 則（平成 31 年３月５日条例第 12 号） 

この条例中第１条の規定は公布の日から、第２条の規定は平成 32 年４月１日から施行する。 


